
平成２９年度 決算の概要

あらまし 平成29年度 会計別決算収支

　（単位：千円）

平成29年度の一般会計及び５特別会計を合計した歳入歳出予算現額は、

 それぞれ５３０億１，０５０万７千円であったが、その決算額は下記のとおり

 となった。

５００億６，４５４万８千円

４９１億３，０６８万２千円

　　９億３，３８６万６千円

予算現額に対する収入率は、９４．４％、支出率は、９２．７％となった。

 決算額の前年度との比較では、歳入は３０億９，３４６万９千円の減

 （△５．８％）、歳出は２９億７，９４３万１千円の減（△５．７％）となり、

 差引額は１億１，４０３万８千円の減となった。

　

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

差 引 額

5,330,319 4,434,210

933,866

後期高齢者医療会計 1,440,840 1,436,775 1,440,840 1,436,775 0

合　　　計 53,010,507 50,064,548 53,010,507 49,130,682

163,522介 護 保 険 会 計

3,057

土地区画整理事業会計 1,968,187 1,855,428 1,968,187 1,828,873

下 水 道 事 業 会 計 2,168,272 1,919,677 2,168,272 1,916,620

5,330,319 4,597,732

0

Ａ-Ｂ

一 般 会 計 32,956,904 31,781,400 32,956,904 31,040,668 740,732

国民健康保険事業会計 9,145,985 8,473,536 9,145,985 8,473,536

26,555

平成２９年度 東 京 都 稲 城 市 決 算

平成２９年度 東京都稲城市一般会計及び５特別会計決算

区　　　　分
歳　　　　入 歳　　　　出 差引額

予算現額 Ａ収入済額 予算現額 Ｂ支出済額
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１　収支の状況
第１表

（1）　平成29年度一般会計決算は、歳入総額３１７億８，１４０万円、 （単位：千円、％）

 歳出総額３１０億４，０６６万８千円となった。

（2）　決算規模は前年度を下回り、歳入は７．０％の減、歳出は

 ７．５％の減となった。

（3）　決算収支は、形式収支が７億４，０７３万２千円の黒字となった。

 　また、翌年度に繰り越すべき財源５６７万円を差し引いた

 実質収支は、７億３，５０６万２千円となった。

（4）　実質単年度収支は、１億４，８７８万２千円の黒字となった。

実質単年度収支
148,782 △ 604,919 753,701 124.6

　　　　　　 (Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ)

積立金取崩し額
24,725 620,000 △ 595,275 △ 96.0

　　　　　　　　　　 　　(Ｉ)

繰上償還額
0 0 0 －

　　　　　　　　　　　　 (Ｈ)

積立金
3,887 89,803 △ 85,916 △ 95.7

　　　　　　　　 　　　　(Ｇ)

単年度収支（実質収支-前年度実
169,620 △ 74,722 244,342 327.0

質収支）　　　　　　　　 (Ｆ)

実質収支
735,062 565,442 169,620 30.0

　　　　     (Ｅ)＝(Ｃ)－(Ｄ)

翌年度へ繰り越すべき財源
5,670 38,080 △ 32,410 △ 85.1

　　　　 　　　　　　　  (Ｄ)

形式収支
740,732 603,522 137,210 22.7

　　　　     (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ)

歳出総額
31,040,668 33,567,971 △ 2,527,303 △ 7.5

　　　　　　　　　　　　 (Ｂ)

歳入総額
31,781,400 34,171,493 △ 2,390,093 △ 7.0

　　　　　　　　　　　 　(Ａ)

平成２９年度 東京都稲城市一般会計決算概要

平成29年度の決算収支（対前年度比較）

区　　　　分 平成29年度 平成28年度 増減額 増減率
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２　歳入の状況

  歳入の主な特徴は、次のとおりである。 （単位：千円、％）

（1）　歳入総額は、対前年度比７．０％の減となった。 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

   一般財源は、１．２％の増となった。これは、市税が０．８％の増、 31,781,400 100.0 34,171,493 100.0 △ 2,390,093 △ 7.0

 配当割交付金が３４．１％の増、株式等譲渡所得割交付金が１３０．８％ 18,487,687 58.2 18,268,902 53.5 218,785 1.2

 の増、地方消費税交付金が２．６％の増となったことなどによる。 15,131,414 47.6 15,005,630 43.9 125,784 0.8

　 特定財源は、１６．４％の減となった。これは、国庫支出金が６．８％ 148,204 0.5 148,906 0.4 △ 702 △ 0.5

 の減、都支出金が０．８％の減、繰入金が８０．６％の減、繰越金が 28,990 0.1 27,268 0.1 1,722 6.3

 １３．２％の減、市債が４４．２％の減となったことなどによる。 119,370 0.4 89,029 0.3 30,341 34.1

 119,572 0.4 51,807 0.2 67,765 130.8

（2）　歳入の根幹をなす市税は、納税義務者数の増などで、全体で０．８％の 1,721,941 5.4 1,677,992 4.9 43,949 2.6

 増となった。税目別では、個人市民税が０．４％の増、法人市民税が 78,421 0.2 80,134 0.2 △ 1,713 △ 2.1

 ３．０％の減、固定資産税が１．９％の増、軽自動車税が４．２％の増、 自動車取得税交付金 85,258 0.3 67,960 0.2 17,298 25.5

 市たばこ税が７．４％の減、都市計画税が２．４％の増となった。 地方特例交付金 74,212 0.2 62,393 0.2 11,819 18.9

地方交付税 727,259 2.3 804,859 2.4 △ 77,600 △ 9.6

（3）　株式等譲渡所得割交付金は、日経平均株価が堅調に推移していることを 8,885 0.0 8,917 0.0 △ 32 △ 0.4

 主な要因として１３０．８％の増となった。

（4）　地方交付税は、基準財政収入額の増加を主な要因として普通交付税が減 13,293,713 41.8 15,902,591 46.5 △ 2,608,878 △ 16.4

 となったことなどで９．６％の減となった。 415,033 1.3 404,588 1.2 10,445 2.6

 使用料及び手数料 650,926 2.0 646,306 1.9 4,620 0.7

（5）　国庫支出金は、臨時福祉給付金等国庫補助金、生活保護費等負担金過年 国庫支出金 4,385,391 13.8 4,702,955 13.8 △ 317,564 △ 6.8

 度分の減などで６．８％の減となった。 都支出金 5,111,722 16.1 5,151,397 15.1 △ 39,675 △ 0.8

 財産収入 31,872 0.1 40,850 0.1 △ 8,978 △ 22.0

（6）　都支出金は、多摩ニュータウン地区の学校施設等の買取費補助金、公立 寄附金 10,985 0.0 3,760 0.0 7,225 192.2

 小中学校水飲栓直結化モデル事業負担金の減などで０．８％の減となった。 繰入金 274,726 0.9 1,415,113 4.1 △ 1,140,387 △ 80.6

繰越金 603,522 1.9 695,074 2.0 △ 91,552 △ 13.2

（7）　繰入金は、財政調整基金繰入金、公共施設整備基金繰入金の減などで 諸収入 428,938 1.4 368,578 1.1 60,360 16.4

 ８０．６％の減となった。 うち収益事業収入 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

市債 1,380,598 4.3 2,473,970 7.2 △ 1,093,372 △ 44.2

（8）　市債は、第二小学校校舎大規模改修等事業債、消防出張所新築事業債の うち減税補てん債 0 0.0 0 0.0 0 －

 減などで４４．２％の減となった。 うち臨時財政対策債 674,598 2.1 591,770 1.7 82,828 14.0

平成28年度 対前年度比較

配当割交付金

第２表 歳　入　内　訳

区　　　　　分
平成29年度

歳入総額

一般財源（原則）

市税

地方譲与税

利子割交付金

154 0.1
市町村助成交付金等

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

交通安全対策特別交付金

国有提供施設等所在
244,161

特定財源（原則）

分担金及び負担金

0.8 244,007 0.7
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３　歳出の状況（性質別）

  歳出を性質別にみた主な特徴は、次のとおりである。 （単位：千円、％）

(1) 　歳出総額は、対前年度比７．５％の減となった。 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

31,040,668 100.0 33,567,971 100.0 △ 2,527,303 △ 7.5

(2) 16,469,758 53.0 16,448,263 49.0 21,495 0.1

4,970,401 16.0 4,964,620 14.8 5,781 0.1

9,414,119 30.3 9,364,541 27.9 49,578 0.5

2,085,238 6.7 2,119,102 6.3 △ 33,864 △ 1.6

投資的経費 3,004,901 9.7 4,547,870 13.5 △ 1,542,969 △ 33.9

普通建設事業費 2,992,621 9.6 4,547,870 13.5 △ 1,555,249 △ 34.2

補助事業費 351,196 1.1 489,403 1.4 △ 138,207 △ 28.2

単独事業費 2,641,425 8.5 4,058,467 12.1 △ 1,417,042 △ 34.9

その他 0 0.0 0 0.0 0 －

災害復旧事業費 12,280 0.1 0 0.0 12,280 皆増

失業対策事業費 0 0.0 0 0.0 0 －

(4) その他経費 11,566,009 37.3 12,571,838 37.5 △ 1,005,829 △ 8.0

物件費 4,910,852 15.8 5,128,417 15.3 △ 217,565 △ 4.2

維持補修費 144,022 0.5 226,443 0.7 △ 82,421 △ 36.4

補助費等 2,647,038 8.5 2,708,959 8.1 △ 61,921 △ 2.3

積立金 62,241 0.2 149,407 0.4 △ 87,166 △ 58.3

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 －

貸付金 0 0.0 0 0.0 0 －

3,801,856 12.3 4,358,612 13.0 △ 556,756 △ 12.8

(3)

対前年度比較

第３表 性質別歳出内訳

区　　　　　分
平成29年度 平成28年度

　その他経費は８．０％の減となり、構成比は前年度から０．２ポイント減

少し、３７．３％となった。

　物件費は、第二小学校仮設校舎賃借料、システム開発委託料、臨時福祉給

付金等支給事業に係る受付等業務委託料、鑑定評価事務委託料の減などで

４．２％の減となった。

　維持補修費は、橋梁点検業務委託料、緊急補修等工事請負費の減などで

３６．４％の減となった。

　補助費等は、特定緊急輸送道路沿道建築物耐震改修助成金、平成27年度生

活保護費等国庫負担金返還金の減などで２．３％の減となった。

　積立金は、財政調整基金積立金の減などで５８．３％の減となった。

　繰出金は、国民健康保険事業特別会計繰出金、土地区画整理事業特別会計

繰出金の減などで１２．８％の減となった。 繰出金

歳出総額

　義務的経費は０．１％の増となり、歳出総額に占める割合（構成比）は前
年度から４．０ポイント増加し、５３．０％となった。
　人件費は、東京都市町村職員共済組合負担金、一般職給料、期末勤勉手
当、再任用職員給料の増などで０．１％の増となった。
　扶助費は、私立保育所運営委託料、障害介護給付費、施設型給付費等給
付、臨時福祉給付金（経済対策分）の増などで０．５％の増となった。
　公債費は、平成３年度に起債した向陽台小学校用地買収事業債の償還が終
了したことなどで１．６％の減となった。

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

　投資的経費は３３．９％の減となり、構成比は前年度から３．８ポイント

減少し、９．７％となった。普通建設事業費の内訳は、補助事業費が第二小

学校校舎大規模改修等工事請負費、第一中学校大規模改修等工事請負費の減

などで２８．２％の減、単独事業費が稲城市消防出張所新築工事請負費、中

央公民館ホール大規模改修工事請負費の減などで３４．９％の減となった。

　災害復旧事業費は、台風21号により冠水した多摩川緑地公園内体育施設の

災害復旧整備工事請負費で皆増となった。
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４　歳出の状況（目的別）

  歳出を目的別にみた主な特徴は、次のとおりである。 （単位：千円、％）

（1）　総務費は、庁舎駐車場等整備工事請負費、複合施設ふれんど平尾駐車場 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

 整備工事請負費などが増となったが、財政調整基金積立金、システム開発

 委託料などの減により、総額では０．８％の減となった。

（2）　民生費は、私立保育所運営委託料、障害介護給付費、平成28年度生活保

 護費等国庫負担金返還金などが増となったが、国民健康保険事業特別会計

 繰出金、生活保護費、年金生活者等支援臨時福祉給付金などの減により、

 総額では２．３％の減となった。

（3）　衛生費は、健康プラザ光熱水費、病院事業会計負担金及び助成金、多摩

 川衛生組合塵芥処理負担金などが減となったが、健康プラザ指定管理料、

 資源物回収委託料、東京たま広域資源循環組合負担金などの増により、

 総額では０．６％の増となった。

（4）　商工費は、駅Wi-Fiネットワーク導入委託料、小口事業資金融資あっせん

 信用保証料補助金の減などで１３．１％の減となった。

（5）　土木費は、土地区画整理事業特別会計繰出金、道路改修整備事業に係る

 道路用地買収費などが減となったが、多３・４・36号線トンネル整備工事

 請負費、多３・４・12号読売ランド線受託事業に係る道路用地買収費及び

 物件補償費などの増により、総額では２．０％の増となった。

（6）　消防費は、消防ポンプ自動車購入費、一般職給料などが増となったが、
 稲城市消防出張所新築工事請負費、特定緊急輸送道路沿道建築物耐震改修
 助成金などの減により、総額では３６．６％の減となった。
 

（7）　教育費は、第三中学校校舎大規模改修等工事請負費、第四小学校屋上防

 水及び外壁改修工事請負費、第三中学校仮設校舎賃借料などが増となった

 が、第二小学校校舎大規模改修等工事請負費、中央公民館ホール大規模改

 修工事請負費、第一中学校大規模改修等工事請負費などの減により、総額

 では２６．０％の減となった。

教　　　育　　　費

災  害  復  旧  費

農　　　林　　　費

商　　　工　　　費

土　　　木　　　費

消　　　防　　　費

衛　　　生　　　費

労　　　働　　　費

議　　　会　　　費

総　　　務　　　費

平成28年度

306,4521.0305,195

民　　　生　　　費 13,153,112 42.4 13,466,117 40.1

2,758,220 8.9

23,832

対前年度比較

第４表 目的別歳出内訳

区　　　　　分
平成29年度

△ 0.4△ 1,2570.9

3,045,745 9.8 △ 0.8

△ 313,005 △ 2.3

9.13,069,763

6.6

2,742,982 8.2 15,238 0.6

△ 24,018

0.1 22,363 0.1 1,469

△ 13.1

△ 25.766,846 0.2 89,979 0.3 △ 23,133

198,675 0.6 228,602 0.7 △ 29,927

△ 36.6

3,821,496 12.3 3,746,413 11.2 75,083 2.0

1,048,800 3.4 1,653,718 4.9 △ 604,918

－

4,533,509 14.6 6,122,480 18.2 △ 1,588,971 △ 26.0

0 0.0 0 0.0 0

△ 1.6

歳　出　合　計 31,040,668 100.0 33,567,971 100.0 △ 2,527,303 △ 7.5

公　　　債　　　費 2,085,238 6.7 2,119,102 6.3 △ 33,864
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決算収支の経年比較 (単位:千円） 歳入決算の経年比較

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比

14,206,085 46.6 14,461,095 40.2 14,752,044 43.9 15,005,630 43.9 15,131,414 47.6
1,398,481 4.6 1,177,409 3.3 997,921 3.0 804,859 2.4 727,259 2.3

145,154 0.5 138,344 0.4 144,303 0.4 148,906 0.4 148,204 0.5
1,562,267 5.1 1,828,410 5.0 2,642,228 7.8 2,309,507 6.8 2,480,810 7.8

利 子 割 交 付 金 109,369 0.4 112,519 0.3 98,153 0.3 27,268 0.1 28,990 0.1
配 当 割 交 付 金 74,844 0.2 142,738 0.4 118,372 0.4 89,029 0.3 119,370 0.4
株式等譲渡所得割交付金 97,914 0.3 120,498 0.3 116,883 0.3 51,807 0.2 119,572 0.4
地 方 消 費 税 交 付 金 787,905 2.6 1,022,730 2.8 1,859,112 5.5 1,677,992 4.9 1,721,941 5.4
ゴルフ場利用税交付金 79,728 0.3 75,252 0.2 78,122 0.2 80,134 0.2 78,421 0.2
自 動 車 取 得 税 交 付 金 90,190 0.3 46,340 0.1 65,151 0.2 67,960 0.2 85,258 0.3
国 有 提 供 施 設 交 付 金 235,159 0.8 236,064 0.7 236,907 0.7 244,007 0.7 244,161 0.8
地 方 特 例 交 付 金 76,294 0.2 62,692 0.2 59,829 0.2 62,393 0.2 74,212 0.2
交通安全対策特別交付金 10,864 0.0 9,577 0.0 9,699 0.0 8,917 0.0 8,885 0.0

3,798,891 12.5 5,149,110 14.3 4,274,588 12.7 4,702,955 13.8 4,385,391 13.8
4,831,903 15.9 5,139,760 14.3 4,846,025 14.4 5,151,397 15.1 5,111,722 16.1
2,230,328 7.3 4,254,490 11.8 2,354,431 7.0 2,473,970 7.2 1,380,598 4.3
2,306,326 7.5 3,870,930 10.7 3,617,205 10.8 3,574,269 10.4 2,416,002 7.6

分 担 金 及 び 負 担 金 628,959 2.1 537,736 1.5 381,040 1.2 404,588 1.2 415,033 1.3
使 用 料 及 び 手 数 料 490,922 1.6 504,332 1.4 614,837 1.8 646,306 1.9 650,926 2.0
財 産 収 入 73,691 0.2 102,514 0.3 56,059 0.2 40,850 0.1 31,872 0.1
寄 附 金 13,130 0.0 85,211 0.2 4,912 0.0 3,760 0.0 10,985 0.0
繰 入 金 26,362 0.1 1,373,491 3.8 1,450,606 4.3 1,415,113 4.1 274,726 0.9
繰 越 金 614,266 2.0 795,409 2.2 738,000 2.2 695,074 2.0 603,522 1.9
諸 収 入 458,996 1.5 472,237 1.3 371,751 1.1 368,578 1.1 428,938 1.4

30,479,435 100.0 36,019,548 100.0 33,628,745 100.0 34,171,493 100.0 31,781,400 100.0

そ の 他

歳 入 合 計

29年度28年度

市 債

地 方 譲 与 税

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

区　　　　分
25年度 26年度 27年度

27年度

年度 歳入 歳出

交 付 金 等

市 税

地 方 交 付 税

36,019,548 35,281,548

33,628,745 32,933,671

差引（形式収支）

695,074

738,000

29年度 31,781,400 31,040,668 740,732

28年度 34,171,493 33,567,971 603,522

26年度

25年度 30,479,435 29,684,026

（単位：千円、％）
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地方譲与税 

交付金等 

国庫支出金 

都支出金 

市債 

その他 

市税 

地方交付税 

地方譲与税 

交付金等 

国庫支出金 

都支出金 市債 その他 
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歳出決算の経年比較
　（単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

315,890 1.1 320,050 0.9 325,203 1.0 306,452 0.9 305,195 1.0

2,956,613 10.0 3,188,136 9.0 3,048,055 9.2 3,069,763 9.1 3,045,745 9.8

11,420,330 38.5 12,433,557 35.2 12,808,751 38.9 13,466,117 40.1 13,153,112 42.4

2,880,988 9.7 3,071,585 8.7 2,920,947 8.9 2,742,982 8.2 2,758,220 8.9

43,753 0.1 23,881 0.1 22,569 0.1 22,363 0.1 23,832 0.1

61,051 0.2 83,376 0.2 86,100 0.3 89,979 0.3 66,846 0.2

130,890 0.4 141,918 0.4 395,551 1.2 228,602 0.7 198,675 0.6

3,743,288 12.6 3,968,004 11.3 4,113,142 12.5 3,746,413 11.2 3,821,496 12.3

1,160,442 3.9 1,450,175 4.1 1,434,232 4.3 1,653,718 4.9 1,048,800 3.4

4,967,423 16.7 8,560,149 24.3 5,805,475 17.6 6,122,480 18.2 4,533,509 14.6

2,003,358 6.8 2,040,717 5.8 1,973,646 6.0 2,119,102 6.3 2,085,238 6.7

29,684,026 100.0 35,281,548 100.0 32,933,671 100.0 33,567,971 100.0 31,040,668 100.0歳 出 合 計
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公　　債　　費

29年度
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